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規

則

■群
馬
県
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
の
た
め
の
県
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
施
行
規

則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
三
年
六
月
二
十
二
日

群
馬
県
知
事

山

本

一

太

群
馬
県
規
則
第
百
二
十
九
号

群
馬
県
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
の
た
め
の
県
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
施

行
規
則

（
趣
旨
）

第
一
条

こ
の
規
則
は
、
群
馬
県
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
の
た
め
の
県
税
の
課
税
の
特
例

に
関
す
る
条
例
（
令
和
三
年
群
馬
県
条
例
第
四
十
九
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
の
施
行
に

関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
免
除
の
申
請
）

第
二
条

条
例
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
県
税
の
課
税
免
除
の
申
請
（
以
下
「
課
税
免
除
申
請
」
と
い

う
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
申
請

書
を
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

個
人
の
事
業
税

個
人
の
事
業
税
課
税
免
除
申
請
書
（
別
記
様
式
第
一
号
）

二

法
人
の
事
業
税

法
人
の
事
業
税
課
税
免
除
申
請
書
（
別
記
様
式
第
二
号
）

三

不
動
産
取
得
税

不
動
産
取
得
税
課
税
免
除
申
請
書
（
別
記
様
式
第
三
号
）

四

県
固
定
資
産
税

県
固
定
資
産
税
課
税
免
除
申
請
書
（
別
記
様
式
第
四
号
）

（
免
除
の
申
請
の
期
日
）

第
三
条

条
例
第
三
条
の
規
則
で
定
め
る
期
日
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ

当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

個
人
の
事
業
税

群
馬
県
県
税
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
群
馬
県
条
例
第
三
十
二
号
。
以
下

「
県
税
条
例
」
と
い
う
。
）
第
六
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
を
提
出
す
る
個
人
（
当

該
申
告
書
の
提
出
期
限
と
さ
れ
て
い
る
日
（
以
下
「
申
告
期
日
」
と
い
う
。
）
ま
で
に
当
該
申

告
書
を
提
出
し
た
個
人
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
申
告
期
日
、
所
得
税
に
係
る
修
正
申
告
書
を

税
務
官
署
に
提
出
す
る
個
人
（
申
告
期
日
ま
で
に
同
項
に
規
定
す
る
申
告
書
及
び
前
条
第
一
号

の
課
税
免
除
申
請
書
を
提
出
し
た
個
人
又
は
同
項
に
規
定
す
る
申
告
の
義
務
を
有
し
な
か
っ
た

個
人
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
当
該
修
正
申
告
書
を
税
務
官
署
に
提
出
す
る
日

二

法
人
の
事
業
税

県
税
条
例
第
五
十
五
条
第
一
項
各
号
（
第
二
号
を
除
く
。
）
に
規
定
す
る

申
告
納
付
の
期
間
（
以
下
「
申
告
納
付
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
当
該
申
告
書
を
提
出
す

る
法
人
（
申
告
納
付
期
間
の
末
日
ま
で
に
当
該
申
告
書
を
提
出
し
た
法
人
に
限
る
。
）
に
あ
っ

て
は
申
告
納
付
期
間
の
末
日
、
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
七
十

二
条
の
三
十
一
第
二
項
又
は
第
三
項
に
規
定
す
る
修
正
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人
（
申
告
納
付

期
間
の
末
日
ま
で
に
当
該
申
告
書
及
び
前
条
第
二
号
の
課
税
免
除
申
請
書
を
提
出
し
た
法
人
又

は
申
告
納
付
期
間
の
末
日
ま
で
に
納
付
す
べ
き
事
業
税
額
が
な
い
旨
の
申
告
書
を
提
出
し
た
法

人
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
同
法
第
七
十
二
条
の
三
十
一
第
二
項
に
規
定
す
る
修
正
申
告
書
を

提
出
す
る
日
又
は
県
税
条
例
第
五
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
修
正
申
告
納
付
の
期
間
の
末
日

三

不
動
産
取
得
税

個
人
に
あ
っ
て
は
申
告
期
日
、
法
人
に
あ
っ
て
は
県
税
条
例
第
五
十
五
条

第
一
項
第
一
号
又
は
第
一
号
の
二
に
規
定
す
る
申
告
納
付
の
期
間
の
末
日

四

県
固
定
資
産
税

地
方
税
法
第
七
百
四
十
五
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
三
百
八

十
三
条
に
規
定
す
る
申
告
期
限
と
さ
れ
て
い
る
日

（
免
除
の
措
置
）

第
四
条

知
事
は
、
課
税
免
除
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
審
査
し
て
免
除
の
可
否
を
決
定
し
、

そ
の
旨
を
当
該
免
除
の
申
請
を
し
た
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
通
知

書
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

一

個
人
の
事
業
税

個
人
の
事
業
税
課
税
免
除
決
定
通
知
書
（
別
記
様
式
第
五
号
）

二

法
人
の
事
業
税

法
人
の
事
業
税
課
税
免
除
決
定
通
知
書
（
別
記
様
式
第
六
号
）

三

不
動
産
取
得
税

不
動
産
取
得
税
課
税
免
除
決
定
通
知
書
（
別
記
様
式
第
七
号
）

四

県
固
定
資
産
税

県
固
定
資
産
税
課
税
免
除
決
定
通
知
書
（
別
記
様
式
第
八
号
）

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

（
群
馬
県
過
疎
地
域
自
立
促
進
の
た
め
の
県
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
廃
止
）

２

群
馬
県
過
疎
地
域
自
立
促
進
の
た
め
の
県
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成

十
二
年
群
馬
県
規
則
第
百
一
号
。
以
下
「
旧
規
則
」
と
い
う
。
）
は
、
廃
止
す
る
。

（
経
過
措
置
）

３

第
三
条
に
規
定
す
る
課
税
免
除
の
申
請
の
期
日
が
条
例
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
設
備
が
所

在
す
る
市
町
村
に
お
け
る
条
例
第
一
条
に
規
定
す
る
市
町
村
計
画
が
公
表
さ
れ
た
日
か
ら
起
算
し

て
三
十
日
を
経
過
し
た
日
以
前
に
到
来
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
申
請
の
期
日
は
、
第
三
条

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
市
町
村
計
画
が
公
表
さ
れ
た
日
か
ら
起
算
し
て
三
十
日
を
経
過
し

た
日
と
す
る
。

４

条
例
附
則
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
者
に
係
る
旧
群
馬
県
過
疎
地
域
自
立

促
進
の
た
め
の
県
税
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
二
年
群
馬
県
条
例
第
八
十
四
号
。

以
下
「
旧
条
例
」
と
い
う
。
）
第
三
条
に
規
定
す
る
課
税
免
除
の
申
請
の
期
日
が
令
和
三
年
七
月

三
十
一
日
以
前
に
到
来
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
申
請
の
期
日
は
、
同
条
の
規
定
に
か
か
わ

ら
ず
、
同
日
と
す
る
。

５

条
例
附
則
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
者
は
、
旧
条
例
第
三
条
の
規
定
に
よ

る
課
税
免
除
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
旧
規
則
第
二
条
各
号
に
掲
げ
る
申
請
書
を
知
事

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

知
事
は
、
条
例
附
則
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
者
が
行
っ
た
旧
条
例
第
三

条
の
規
定
に
よ
る
課
税
免
除
の
申
請
に
対
し
て
課
税
免
除
の
可
否
の
決
定
を
し
た
と
き
は
、
当
該

課
税
免
除
の
申
請
を
し
た
者
に
対
し
、
旧
規
則
第
四
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
通
知
書
に
よ
り
通

知
す
る
も
の
と
す
る
。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報



3

別記様式第１号（規格Ａ４ （第２条関係））

受 付

個人の事業税課税免除申請書
（群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する
条例第３条の規定による申請書）

群馬県知事あて 申請年月日 年 月 日

申 住 所

請 フ リ ガ ナ

者 氏 名

こ の 申 請 に つ い て 応 電 話
（ ） ―

答 す る 担 当 者 の 氏 名 番 号

次のとおり、個人の事業税の課税免除を申請します。

申 請 事 業 年 年 月 日から 年 月 日まで 区分 確定申告・修正申告

申 名 称

請
所 在 地

事
業 種

業

所 主要製造品目

適 用 年 度 課 税 標 準 額 税 額 償却資産の取得区分
申

第１年度分（新規分） 円 円 新設・増設・その他

請 第２年度分（継続分） 円 円 新設・増設・その他

第３年度分（継続分） 円 円 新設・増設・その他
額

合 計 円 円

種 類 取 得 価 額 取 得 年 月 日
償

機 械 及 び 装 置 円 年 月 日
却

建 物 及 び そ の 附 属 設 備 円 年 月 日
資

そ の 他 の 償 却 資 産 円 年 月 日
産

合 計 円

上記償却資産による増加生産額 千円

添 付 書 類 知事が指示する書類

１ 「償却資産の取得区分」の欄について、建物又はその附属設備の改修（増築、
改築、修繕又は模様替）を行った場合は 「その他」を○で囲んでください。、

２ 「償却資産」の欄には、新規分として申請する事業年中に取得した有形減価償
注 意 事 項 却資産で、製造等の事業の用に直接供されるものの合計額のみを記入してくだ

さい。
３ 旅館業にあっては 「主要製造品目」及び「上記償却資産による増加生産額」、
の欄は、記入する必要はありません。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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別記様式第２号（規格Ａ４ （第２条関係））

受 付

法人の事業税課税免除申請書
（群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する
条例第３条の規定による申請書）

群馬県知事あて 申請年月日 年 月 日

所 在 地
申

フ リ ガ ナ
請

名 称 及 び
者

代 表 者 名

こ の 申 請 に つ い て 応 電 話
（ ） ―

答 す る 担 当 者 の 氏 名 番 号

資本金の額又は出資金の額 円

次のとおり、法人の事業税の課税免除を申請します。

申請事業年度 年 月 日から 年 月 日まで 区分 確定申告・修正申告

申 名 称

請
所 在 地

事
業 種

業

所 主要製造品目

適 用 年 度 課 税 標 準 額 税 額 償却資産の取得区分
申

第１年度分（新規分） 円 円 新設・増設・その他

請 第２年度分（継続分） 円 円 新設・増設・その他

第３年度分（継続分） 円 円 新設・増設・その他
額

合 計 円 円

種 類 取 得 価 額 取 得 年 月 日
償

機 械 及 び 装 置 円 年 月 日
却

建 物 及 び そ の 附 属 設 備 円 年 月 日
資

そ の 他 の 償 却 資 産 円 年 月 日
産

合 計 円

上記償却資産による増加生産額 千円

添 付 書 類 知事が指示する書類

１ 「償却資産の取得区分」の欄について、建物又はその附属設備の改修（増築、
改築、修繕又は模様替）を行った場合は 「その他」を○で囲んでください。、

２ 「償却資産」の欄には、新規分として申請する事業年度中に取得した有形減価
注 意 事 項 償却資産で、製造等の事業の用に直接供されるものの合計額のみを記入してく

ださい。
３ 旅館業にあっては 「主要製造品目」及び「上記償却資産による増加生産額」、
の欄は、記入する必要はありません。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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別記様式第３号（規格Ａ４ （第２条関係））

受 付

不動産取得税課税免除申請書
（群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する
条例第３条の規定による申請書）

群馬県知事あて 申請年月日 年 月 日

所 在 地
申

フ リ ガ ナ
請

名 称 及 び
者

代 表 者 名

この申請について応 電 話
（ ） ―

答する担当者の氏名 番 号

資本金の額又は出資金の額 円

次のとおり、不動産取得税の課税免除を申請します。

申請事業年度（年） 年 月 日から 年 月 日まで

申 名 称

請
所 在 地

事
業 種

業

所 主 要 製 造 品 目

土 取 得
申 年 月 日 取 得 価 額 円

年 月 日
請

地 所 在 地 地 目 地 積 ㎡
不

家 建設着手年
動 年 月 日 用 途 構 造

月 日
産

屋 所 在 地 建 床 面 積 ㎡ 延 床 面積 ㎡

種 類 課 税 標 準 額 税 額
申
請 土 地 円 円
額

家 屋 円 円

種 類 取 得 価 額 取 得 年 月 日
償

機 械 及 び 装 置 円 年 月 日
却

建物及びその附属設備 円 年 月 日
資

そ の 他 の 償 却 資 産 円 年 月 日
産

合 計 円

上記償却資産による増加生産額 千円

添 付 書 類 知事が指示する書類

１ 「資本金の額又は出資金の額」の欄は、法人の場合のみ記入してください。
２ 「償却資産」の欄には、事業の用に供した日を含む事業年度（年）中に取得し
た有形減価償却資産で、製造等の事業の用に直接供されるものの合計額を記入し注 意 事 項
てください。

３ 旅館業にあっては 「主要製造品目」及び「上記償却資産による増加生産額」、
の欄は、記入する必要はありません。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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別記様式第４号（規格Ａ４ （第２条関係））

受 付

県固定資産税課税免除申請書
（群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関す
る条例第３条の規定による申請書）

群馬県知事あて 申請年月日 年 月 日

住所又は所在地
申

フ リ ガ ナ
請

氏 名 又 は 名 称者
及 び 代 表 者 名

（ ） ―
こ の 申 請 に つ い て 応 電 話
答 す る 担 当 者 の 氏 名 番 号

資本金の額又は出資金の額 円

次のとおり、県固定資産税の課税免除を申請します。

申 名 称

請
所 在 地

事
業 種

業

所 主要製造品目

取得年月日 年 月 日 取 得 価 額 円
申 請 償 却 資 産

用 途

適 用 年 度 課 税 標 準 額 税 額 償却資産の取得区分
申

第１年度分（新規分） 円 円 新設・増設・その他

請 第２年度分（継続分） 円 円 新設・増設・その他

第３年度分（継続分） 円 円 新設・増設・その他
額

合 計 円 円

種 類 取 得 価 額 取 得 年 月 日
償

機 械 及 び 装 置 円 年 月 日
却

建物及びその附属設備 円 年 月 日
資

そ の 他 の 償 却 資 産 円 年 月 日
産

合 計 円

上記償却資産による増加生産額 千円

添 付 書 類 知事が指示する書類

１ 「資本金の額又は出資金の額」の欄は、法人の場合のみ記入してください。
２ 「償却資産の取得区分」の欄について、建物又はその附属設備の改修（増
築、改築、修繕又は模様替）を行った場合は 「その他」を○で囲んでくださ、
い。

注 意 事 項 ３ 「償却資産」の欄には、新規分として申請する事業年度中に取得した有形減
価償却資産で、製造等の事業の用に直接供されるものの合計額のみを記入して
ください。

４ 旅館業にあっては 「主要製造品目」及び「上記償却資産による増加生産、
額」の欄は、記入する必要はありません。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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別記様式第５号（規格Ａ４）（第４条関係）
（

個 人の事業税課税免除決定通知書 申

請

（群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例施 者

行規則第４条の規定による通知書） あ

て）

申 住 所

請

者 氏 名 様

年 月 日付けで申請のありました群馬県過疎地域の持続的発展

の支援のための県税の課税の特例に関する条例に基づく課税免除について次のと

します。
おり課税免除を

することができません。

年 月 日

群馬県 事務所長 印

申 請 事 業 年 年 月 日から 年 月 日まで

申 告 区 分 確 定 申 告 ・ 修 正 申 告

適用年度区分 第１年度分 ・ 第２年度分 ・ 第３年度分

課税免除の対象となる課税標準額の計算

所 得 金 額 本 県 分 の 課 税 標 準 額 課 税 免 除 の 対 象 と な る 課 税 標 準 額

円 円 円

課税免除後の税額の計算

課 税 免 除 前 の 課 税 額 (イ ) 課 税 免 除 額 (ロ ) 差 引 課 税 額 ( イ ) － ( ロ )

円 円 円

〔課税免除に該当しない理由〕

注 この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算し

て３月以内に、知事に対し書面をもって審査請求をすることができます。審査請求書

（正副２通）は、なるべく当事務所を経由して提出してください。

上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟において群馬県を代表す

る者は、群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。

ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経

ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

① 審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。

② 処分により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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別記様式第６号（規格Ａ４）（第４条関係）
（

法人の事業税課税免除決定通知書 申

請

（群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例施 者

行規則第４条の規定による通知書） あ

て）

申 所 在 地

請
名 称 及 び

様
者 代 表 者 名

年 月 日付けで申請のありました群馬県過疎地域の持続的発展

の支援のための県税の課税の特例に関する条例に基づく課税免除については、次

します。
のとおり課税免除を

することができません。

年 月 日

群馬県 事務所長 印

申 請 事 業 年 年 月 日から 年 月 日まで

申 告 区 分 確 定 申 告 ・ 修 正 申 告

適用年度区分 第１年度分 ・ 第２年度分 ・ 第３年度分

課税免除の対象となる課税標準額の計算

区 分 本 県 分 の 課 税 標 準 額 課税免除の対象となる課税標準額

所 年 万円以下 円 円

年 万円超 円 円
得 年 万円以下

年 万円超
区 （又は軽減不 円 円

適 用 法 人 ）

分 合 計 円 円

課税免除後の税額の計算

課 税 免 除 前 の 課 税 額 (イ ) 課 税 免 除 額 (ロ ) 差 引 課 税 額 (イ ) － ( ロ )

円 円 円

〔課税免除に該当しない理由〕

注 この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算し
て３月以内に、知事に対し書面をもって審査請求をすることができます。審査請求書
（正副２通）は、なるべく当事務所を経由して提出してください。
上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟において群馬県を代表す
る者は、群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経
ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
① 審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。
② 処分により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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別記様式第７号（規格Ａ４）（第４条関係）
（

申不動産取得税課税免除決定通知書
請
者（ 群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例施
あ行規則第４条の規定による通知書）
て）

申 住 所 又 は所 在 地

請 氏 名 又 は 名 称
様

者 及 び 代 表 者 名

年 月 日付けで申請のありました群馬県過疎地域の持続的発展
の 支 援 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 に 基 づ く 課 税 免 除 に つ い て は 、

します。
次のとおり課税免除を

することができません。

年 月 日
群馬県 事務所長 印

課税免除の対象となる土地及び家屋に係る課税標準額の計算

区 分 取 得 し た 不 動 産 左記のうち課税免除の対象となるもの

所 在 地
土

地 積 ㎡ ㎡

評 価 額 円 円
地

課 税 標 準額 円 円

所 在 地
家

延 床 面 積 ㎡ ㎡

評 価 額 円 円
屋

課 税 標 準額 円 円

課税免除後の税額の計算

区 分 課税免除前の課税額 (イ ) 課 税 免 除 税 額 ( ロ ) 差引課税額 (イ )－ (ロ )

土 地 円 円 円

家 屋 円 円 円

合 計 円 円 円

〔課税免除に該当しない理由〕

注 この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算し
て３月以内に、知事に対し書面をもって審査請求をすることができます。審査請求書
（正副２通）は、なるべく当事務所を経由して提出してください。
上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟において群馬県を代表す
る者は、群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経
ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
① 審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。
② 処分により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
別記様式第８号（規格Ａ４）（第４条関係）
（

申県固定資産税課税免除決定通知書
請
者（群馬県過疎地域の持続的発展の支援のための県税の課税の特例に関する条例施
あ行規則第４条の規定による通知書）
て）

申 住 所 又 は所 在 地

請 氏 名 又 は 名 称
様

者 及 び 代 表 者 名

年 月 日付けで申請のありました群馬県過疎地域の持続的発展
の 支 援 のた め の 県 税の 課 税 の 特例 に関 する 条 例に 基づ く課 税免 除 につ いて は、

します。
次のとおり課税免除を

することができません。

年 月 日
群馬県 事務所長 印

第１年度分 ・ 第２年度分 ・ 第３年度分適 用 年 度 区 分

償却資産の所在地

償却資産の種別

課税免除の対象となる償却資産に係る課税標準額の計算

大 規 模 償却 資 産 総 額 円

の 課 税 標 準 額 県で課すべき課税標準額 円

上記のうち、課税免除する償却資産の課税
円

標準額

課税免除後の税額の計算

課税免除前の課税額 (イ ) 課 税 免 除 額 ( ロ ) 差 引 課 税 額 ( イ ) － ( ロ )

円 円 円

〔課税免除に該当しない理由〕

注 この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算し

て３月以内に、知事に対し書面をもって審査請求をすることができます。審査請求書

（正副２通）は、なるべく当事務所を経由して提出してください。

上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟において群馬県を代表す

る者は、群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。

ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経

ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

① 審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。

② 処分により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
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群
馬
県
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
三
年
六
月
二
十
二
日

群
馬
県
知
事

山

本

一

太

群
馬
県
規
則
第
百
三
十
号

群
馬
県
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
四
年
群
馬
県
規
則
第
七
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

第
五
十
条
の
表
中
「
第
七
十
二
条
の
二
十
五
第
十
七
項
」
を
「
第
七
十
二
条
の
二
十
五
第
十
九

項
」
に
改
め
る
。

「

「

「

第
四
十
五
号
様
式
中

を
削
り
、

を

（

）
」

」

」

法
人
の
場
合

代
表
者
印

、

に
、

「

１
法
人
が
請
求
す
る
と
き
は

法
人
の
代
表
者
印

実
印

を
押
印
し
て
く
だ
さ
い

（

）

、
。

２
運
転
免
許
証
等

本
人
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
も
の
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い

、
。

３
代
理
人
が
請
求
す
る
場
合
は

委
任
状
を
提
出
す
る
と
と
も
に

代
理
人
本
人
で
あ

、
、

る
こ
と
が
確
認
で
き
る
も
の
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

」

を「

１
運
転
免
許
証
等

本
人
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
も
の
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い

、
。

２
代
理
人
が
請
求
す
る
場
合
は

委
任
状
を
提
出
す
る
と
と
も
に

代
理
人
本
人
で
あ

、
、

る
こ
と
が
確
認
で
き
る
も
の
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

３
委
任
状
に
は

委
任
者
の
押
印
が
必
要
で
す

、
。

」

に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

号 外 （第５号）令和３年６月２２日（火） 群 馬 県 報
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